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〔１９８９～１９９０年度経済学部プロジェクト研究報告〕

　経済学部では，「学部等研究振輿費」による共同研究の一つとして ，「日本経済の構造

分析と政策形成（１９８９年度代表：三好正巳教授，９０年度代表：芦田文夫教授）」を研究

テーマに，総合的な共同研究を継続して行ってきた 。

　その共同研究の目的は，次のようなところにあ った。すなわち，資本主義の現段階は ，

南北問題 ・東西問題と錯叉するなかで，資本主義世界市場における矛盾を激化させ，そ

の矛盾に対応する資本主義国家 ・杜会の様相は，世界史における資本主義世界の新しい

階梯としての特徴が現れてきている 。この階梯の特徴は，ひとつには，１９７０年代に入
っ

てからの国際金融の制度的変化 ・政策的展開のなかに示され，やがて１９８０年代では先進

資本主義諸国の財政 ・金融政策を主導軸とする経済政策の新しい展開をみるにいた った 。

こうした政策展開は，現代の資本主義の国家 ・杜会の機構上に一定の変化をあたえるこ

とにな った。そこで，この国家 ・杜会の機構上の変化の世界史的意義を明確化させるた

めに，とくに１９８０年代の資本主義の国家 ・杜会機構を，いくつかの領域において ，手法

を問わず，理論的 ・実証的に解明することを課題とする 。具体的には，玩代の日本経済

にそくして ，その構造分析と新しい政策提起をおこなう 。また，このことをつうじ ，玩

段階の資本主義の分析によって ，新しい分析枠組みを確定することに努め，経済理論の

発展に資することを意図した 。

　１９８９年度は，学部集中研究会 ・ポーランド ，アメリカ ，オーストラリアからの研究者

を招きシソポジウムの開催などを重ね，その経過や成果はいくつかの形態でまとめられ

て， 順次公表している 。これらは，上記の基本テーマに関する学部 スタ ッフの問題意識

の再確認 ・現代の歴史的位置 ・東欧諸国の制度改革 ・分析手法の検討 ・国際貿易の経済

厚生的評価等を内容とするものであ った 。

　１９９０年度はその研究成果をふまえ，上記の基本テーマに対して次のような接近をここ

ろみた。すなわち，グ ローバリゼ ーションの急速な展開を基礎とした玩代資本主義の変

化， 杜会主義諸国の政治的　経済的　杜会的な諸制度の変化の急展開なとのなかで ，改

めて経済学の基礎的な諸概念をトータルに再吟味して経済理論の発展をはかる 。このた

めに，杜会主義諸国での現代の経済現象の理論的解明，進行しつつある諸制度改革の把

握とその比較検討，各国国民の生活の総合的な把握を人間の豊かさの新しい概念構築を

めざして研究する 。杜会主義圏を含む国際間の財 ・サ ービスの貿易だけでなく金融的取
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引の進展に関して理論的 ・実証的検討を加える 。

　下記の公開 シンポジウム『経済学の新しい理論的枠組みをもとめて』は，このような

意図のもとに開催されたものである 。また，現代資本主義の最先端の技術的過程の変化

を実証的におさえるために，下記のような工場調査を実施した 。

公開シンポジウム

　　　　　　　　　　『経済学の新しい理論的枠組みをもとめて』

日　時　１９９０年１２月１５日（土）　１０：００～１６：３０

場所中川会館第３会議室

当日のプログラム

　開会挨拶　　　　　　　　　　　　　　経済学部長
　研究報告

　（経済理論）

　１ ．労働過程と情報　　　　　　　　　　　　　　　　経済学部教授

　２ ．「市場化」と杜会主義経済理論　　　　　　　　　経済学部教授

　（財政 ・金融 ・政策）

　３ ．東南アジアの金融市場を比較する視点　　　　　　経済学部助教授

　４ ．日米独における金融自由化比較　　　　　　　　　経済学部助教授

　（国際経済）

　５ ．貿易理論の新展開　　　　　　　　　　　　　　経済学部助教授

　６ ．国際協調に関する実証分析の展望　　　　　　　　経済学部助教授

　（労働 ・生活）

　７ ．産業政策と労働編成　　　　　　　　　　　　　経済学部助教授

　８ ．ガ ット農産物交渉と日本の食糧　　　　　　　　　経済学部助教授

　特別報告

　１ ．システム 制御における表現 ・考察手法の変遷　　理工学部教授

　　　　 フィードバック系から２自由度系へ

　２ ．物理学における研究と方法　　　　　　　　　　　理工学部教授

　討　論

研究報告の要旨

三好正巳氏

高木　彰氏

芦田文夫氏

平田純一氏

河野快晴氏

阿部顕三氏

本田　豊氏

横山政敏氏

松原豊彦氏

井上和夫氏

江夏　弘氏

（２９６）
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１． 労働過程と情報

経済学部教授　高木　　彰

　資本制経済が新たな発展の様相を示し始めると共にそれは「脱工業杜会」とか「情報

化杜会」の到来であるとされてきた。我が国において「情報化杜会」という語が用いら

れたのは，既に１９６０年代の後半においてであり ，１９６９年には，「産業構造審議会情報作

業部会」が「我が国を含め世界の先進杜会は今日 ，情報化杜会の扉を叩こうとしてい

る」としたのである 。「情報化杜会」という言い方は，杜会において情報の意義が増大

していることを指摘する限りにおいて一定の妥当性をもつが，しかし，いわゆる「情報

化杜会論」において問題にされていることは，情報が物質的生産から離れて情報そのも

のによっ て生産が可能であるということにほかならないのである 。

　情報が一つの概念として確立し ，経済活動に対して大きな影響を与えていること自体

は， 現代経済を大きく特徴づけるものである 。そのこと自体は大いに強調されるべきで

ある 。しかし ，情報はそれ自体として生産の基礎とはなりえないのである 。

　本研究において問題にされるべきことは，（Ｉ）労働過程における制御，（ｎ）制御と情

報， （皿）労働過程と情報，の３点であるが，本報告においては，その第（皿）の点に留ま

った 。

　労働過程における情報の意義に関わる問題は，労働過程の３契機に対して ，情報はど

のように関わるのか，それは現実の労働過程の中で情報過程がどのように位置付けられ

ているのかということであるが，現実的には労働過程における コンピ ューターの役割が

どのようなものとして規定されているのかということである 。それにはこれまで四つの

所説が展開されている 。

（Ａ）情報を生産力の主要な要因として規定する所説 。

　「『情報』即ち科学は，それ自体は『生産の潜勢力』ないし『普遍的生産力』であ って ，

直接的生産過程に適用され，対自化されてはじめて『直接的生産力』になる」（芝田進

午）。

（Ｂ）情報を労働対象として規定する所説 。

　「杜会的労働過程の発展，管理労働過程の杜会化の進展とともに，『物の総体』の一側

面としての『情報』を固有の労働対象とする労働が，分業の一環として登場する 。管理

事務労働者の登場である」（渡辺峻）。

（２９７）
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（Ｃ）情報を労働手段として規定する所説 。

０「情報の実体は杜会的関係　相互交通にほかならない。／情報は新たな相互交通を作

り出す一再組織する一役割を果たすものとして現れる 。そしてソフトウェ アの登場は ，

情報を物的な連関に，生きた牙働にかわ って媒介的に転化させる物的な仕組か現われた

ことである 。だから情報は物的な連関を組織するものとして現われるのである」（石沢

篤郎），　「情報過程は，まさに，労働手段としての自動機械体系の行う生産過程のな

かに，一つの契機として含まれているのである 。このような直接の生産過程では，人間

労働のより主要な側面は，管理的 ・監視的労働，技術学的労働等として現れてくる」

（荒川泓）。

（ｏ　情報を生産過程の第四の契機として規定する所説 。

　「生産は，基本的にはインプ ットアウトプ ットの変換を扱う行為である 。その際の投

入物は，「生産要素」であり ，それは生産対象，生産手段，生産労働力，生産情報の四

つの契機から構成される 。（人見勝人）

　情報は，労働対象でもありえず，又生産過程の第四の契機でもない。それは，労働過

程の全体を制御するものとして現代経済においては現れているところに基本的な特徴か

存しているのである 。労働過程は情報に拘束され，情報によっ て制御されているという

ことである 。労働過程それ自体は，歴史貫通的であるが，現代資本主義においてはその

労働過程の全体を制御するものとして ，労働過程の存在それ自体に規定されながら一定

程度の自立を遂げたものとして ，情報が概念として成立することにな っているのである 。

　情報を経済学において問題にするということは，経済学を学際的な体系としての再構

成を必然的にするということでもある 。

２． 「市場化」と杜会主義経済理論

経済学部教授　芦田　文夫

［１１玩存杜会主義におげる市場経済化の展開を，理論的および実証的に追跡していく

枠組みをどのようにつくりあげていくか 。

［２１ｒ商品生産」やｒ市場 メカニ ズム」の導入が，生産物の次元だけにとどまらず生

産手段（資本）の次元や労働の次元にまでもかかわ って ，展開されなければならなくな

った現在の段階がもつ特徴。その存在や利用が，杜会主義的な生産手段（資本）の所有

に対して ，さらにはそれとその対極にある労働との相互関係に対してどのようにかかわ

（２９８）
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っていくのか，それを積極的に展開していかなけれぼならなくな った。たんに機能論の

レベルだけでたく ，システム論のレベルとかかわっても論じられなけれぼたらなくな っ

たゆえん 。

［３１諸見解の三つのグループわけ。０伝統的な杜会主義的価値およびｒ真の」（マル

クス主義的な）杜会主義の理念による改革の実験にみちびこうとするもの。一方では ，

平等，共同体，杜会的利害，杜会的 レベルでの合理性一公共的所有，中央計画化，福祉

政策と「杜会的利害」の代表にもとづく市場干渉などとい った杜会主義的価値。他方で ，

それらを維持しながら ，経済的効率を促進するために，市場経済，企業の自主性，所有

の複数形態，競争，経済的政治的民主主義の制度的諸条件か導入されなけれはならない ，

とする 。　他の懐疑的なアプ ローチ，「市場杜会主義」が進んだ福祉国家（寅のモデル

では，スウェー デン）と同一視される 。杜会主義は，効率的な市場経済における杜会経

済的発展の結果である 。杜会主義的な価値はまだ時期尚早であると考えられて ，脇に置

かれる 。この思考様式の論理的帰結は，効率をめざす改革プラグマティズム 。　ふたた

びもっとも厳格に価値一個人，自由，民主主義，などの一によっ て導かれているもの ，

民主主義の自由企業の経済 ノステム（市場経済）か経済的目的を達成するもっとも効率

的な方法である 。効率性を，生産手段（資本）および労働の次元にまで徹底させていけ

ぼ， 資本主義のシステムにまでいきつかざるをえない，とする 。

［４１諸見解をめぐる論点をどうほりさげていくか。（１）「商品生産」や「市場 メカニズ

ム」が結局は資本主義のシステムとしか両立しないのではないかという「杜会主義的市

場経済」否定論に共通する特徴は，「効率性」の必要性一般から ，「商品生産」「市場 メ

カニズム」一般から，「資本主義か，杜会主義か」をひきだしていこうとする ，その

“転倒”と批判をうけた方法。単純商品生産一般と資本主義との相互関係をめぐる論理

と歴史の問題に類似のものが問われていた。（２）杜会主義のもとで「商品生産」や「市場

メカニ ズム」が存在する原因について 。たんに労働のレベルだけでなく ，経営や所有の

レベルにまで及ぼ喧て ，生産の “実質的な”水準における未成熟性が問題とされていか

なければならない。杜会主義は，資本主義がｒ商品生産」やｒ市場 メカニズム」のもと

で達成した「所有」と「経営 ・管理」と「労働」の機能の自立化と効率化の展開の水準

を前提として受けとらざるをえない。とくに，世界史的にみて ，二つの杜会 システム が

相互作用を及ぽしながら共存，しかも ，生産力は先進資本主義諸国のほうがず っと高い

水準で発展している 。（３）「商品生産」「市場 メカニズム」の利用が必然的になるとして

も， 他方では，それが杜会主義的な所有関係 ・生産関係との問でうみださざるをえなく

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９９）
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なる矛盾をどう認識するか。杜会主義的価値あるいは杜会主義的倫理などという言葉で

表現される ，労働主体 ・人間主体の豊かな杜会的な欲求充足と自由な全面的な能力発達

ということとの間にうみだす矛盾。その労働主体 ・人間主体がそなえていくべき自主的

な管理と決定ということとの間にうみだす矛盾。企業や地域での自主管理ということだ

けに局限されない，杜会全体の計画的な制御，人間杜会と自然との関係の意識的な制御

ということとの間にうみだす矛盾，など 。

［５１「市場化」と杜会主義経済 システムの新しい理論的枠組み。生産の “実質的な ”

杜会化の展開におうじた所有 ・経営の多様な形態，多ウクラード経済，競争による “実

質的な”止揚。核としての杜会的所有＝計画的制御（新しい参加と間接的 ・誘導的な）。

大枠 ・基本についての杜会的な計画的制御，杜会的使用価値の規定，マクロ のレベルで

の民主主義。経済的　価値的 レキ ュレーター による間接的　誘導的制御。企業の自主性

と効率性，ミクロレベルでの市場化の貫徹。企業＝地域間での「協議 システム」のモメ

ノト ，個別的使用価値の具体化。労働者や市民の運動と主体的制御，人問の全面的発達 。

３． 東南ア！アの金融市場を比較する視点

経済学部助教授平田　純一

　近年日本においても ，東南アソア諸国の金融制度に対する関心か高まっ てきている 。

これは１９８５年以降の円高に伴い，日本から東南アジア諸国への直接投資が増加し ，現地

法人の設立が増加する等日本と東南アジア諸国との間の経済関係がより深化しているこ

との当然の帰結であろう 。こればかりではなく ，１９８０年代に入 って ，先進諸国のみでは

なく東南アジア諸国においても金融制度改革が進行しており ，東南アジア諸国に関する

経済分析を行う際に，こうした状況を正確に理解しておくことの重要性が認識され出し

たことの帰結であると言う側面もある 。

　こうした状況の中で，日本銀行も調査月報において（日本銀行［１９９０１），最近の東南

アジア諸国の金融制度改革を整理するための論文を発表している 。ここで分析の対象と

している国 々は，韓国，台湾，香港，シ１／ガポール，タイ ，マレーシア ，インドネシア ，

フィリピンである 。しかしながら日銀論文では，金融制度改革として考慮すべき内容ご

とに，各国の状況を説明するという形をとっ ており ，国ごとに金融制度の改革の全体像

を比較することは容易ではない。又，東南アソア諸国において金融制度改革が発生した

原因を，プラザ合意以降の為替 レートの調整とこれに伴う貿易，直接投資行動の変化に

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３００）
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おいており ，それ以前に行われた金融制度改革，及ぴ伝統的な金融制度の比較に関して

は， 説明が充分であるとは言えない 。

　ところで，金融制度改革を分析することの意味は，これが単に金融市場における問題

であるにとどまらず，実物部門にも影響を与えることが予想されるからである 。よっ て

我々の研究の方向性は，この日銀の論文を出発点として ，東南アジア諸国の金融制度の

比較及びこれ等の諸国における金融制度改革をデ ーター を用いて整理する為のフレーム

　ワークの設定を行うことが当面最も重要であり ，この作業の上にた って ，デ ータを用

いて若干の分析を行い，東南アソア諸国における金融制度改革かテーター 的にとのよう

な形で補足されるのかに関して検討していくことになる 。ここから ，金融部門と実物部

門との接点を求めていくことになる 。

　ここて行う分析は，筆者かこれまでアノァ経済研究所のＥＬＳＡ（Ｅｃｏｎｏｍｅｔｒ１ｃ　Ｌｍｋ

Ｓｙｓｔｅｍ　 ｆｏｒ　
ＡＳＥＡＮ）プ ロジ ヱクトの中で進めてきた，ＡＳＥＡＮ諸国の貨幣需要関数

の推定作業を整理し ，国ごとの比較を行うための準備作業であると位置づけている 。更

に， 今後貨幣需要関数ぼかりではなく ，貨幣の供給過程の分析にまで対象を拡張し ，

ＥＬＳＡモデルを発展的に改訂していく際の金融部門を構築する際の足がかりを与える

ことをも目的としている 。このため当面は，東南アジア諸国の金融市場の動向を把握す

る際に，貨幣の需給関係を検討することでどこまで接近することが可能であるのかの検

討を行うこととしたい 。

　こうした問題意識の上で ，研究会ては貨幣の供給過程を，伝統的な貨幣乗数理論をへ

一スに考える場合と ，資産市場の一般均衡体系をべ 一スにして貨幣供給過程を定式化し

た場合の関係に関して議論を行 った 。

　研究会における討論では，先ず東南アジア諸国の金融制度比較を行 っていく分析方法

と杜会主義諸国の今後の金融制度改革を分析していく視点とは共有することが可能であ

るのか，という問題が提示された。これに関しては，杜会主義諸国の現在の金融制度自

身の把握が最も困難であり ，この点が明確化されれぱ，経済の市場化と併せて同様の視

点で分析が可能ではなかろうかとの議論とな った。次いで，各東南アジア諸国に残存す

る侯統的な金融制度（いわゆる非制度金融）はどの程度把握されるのかという問題が提

示された。我 々の分析視点では，非制度金融が制度化されていく過程でどのような影響

を金融市場に与えるかが中心的な問題意識であり ，非制度金融自身の分析を目指しては

いない。またこれを本格的に行うためには，丹念な現地調査が必要であるということに

なる 。

（３０１）
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　　　　　　　　　　　　　　　　参　考　文　献

日本銀行［１９９０Ｌ　ｒ最近におけるアジア諸国の金融制度改革」 ，日本銀行調査月報，２月号，１－２９ 。

４． 日米独における金融自由化比較

経済学部助教授　河野　快晴

　金融自由化の動きは，いまや国際的な広がりをみせており ，その現象は今日「金融の

国際化」よりも一段と進展した段階を意味する「金融のグ ローバル化」というターム を

使っ て表現されることが通例とな っている 。先進国はもとより ，アジァＮＩＥｓなど発展

途上国における金融の自由化にも近年めざましいものがある
。

　本報告においては，先進国を代表する米 ・日 ・独の３カ国に焦点を当て，次の諸点に

ついて国際比較を行ない，それらの類似 ・相違点を明らかにすることが一つの目的であ

った。すなわち ，（１）「金融 システム」についての歴史的考察，（２）「金融革新」について

の原因　特徴　金融当局の姿勢，（３）国際通貨　国際金融市場としての位置，（４）銀行　証

券の垣根問題に対する ，（５）インサイダー 取引に対する ，（６）銀行倒産，また，（７）マネー サ

プライ管理政策に対する金融当局の姿勢などについて整理を行うことであ った。このう

ち，（１）の問題は，（金融）情報仲介の効率性の観点から ，（２）は，不確実な将来に対する

市場設定の観点から ，また（３）は，情報が不完全であ ったり ，不確実性の高い状態におけ

る信任の高さの観点から ，また ，（４）はＦｉｒｅ　Ｗａ１ｌ（１青報障壁）設定の問題として ，（５）に

ついては，重要事実についての情報の授受の問題として ，（６）については，例えはヘルノ

ユタ ット ・リスクの問題として ，さらに（７）は，マネー情報把握の迅速性 ・的確性の問題

として ，すなわち，今日における金融自由化の問題は，「情報」の問題という観点から

把握し ，整理できると考えられることを示した。一方，経済 ・金融理論の分野において

もすでに（少なくとも一部）は，こうした「情報の経済学」の観点から ，理論的展開が

行われており ，例えば（１）については，資金仲介機関（情報セソター）として銀行をとら

え， その存在意義を明らかにする分析，（２）については，金融将来 ・先物市場論として ，

（４）の業務規制緩和の問題については，例えぱ，池尾による理論展開の試みなどがある 。

米国若手研究者によって展開されてきた（いる）こうした「情報経済学」と「現代 ファ

イナソス 論」の応用 ・高度化（イクステソション）が必要であることを報告者として問

題提起したほか，「日米通貨同盟」の成立可能性 ・わが国におげる「ユニ パー サル ・バ

ンキソグ」実現の可能性，「金融再編性」がどこまで進むか，とい った現実的問題につ
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いても問題提起した 。

　以上，本 シソポジウムにおいては，現実的トピ ックスとしての「デイ ・レギ ュレーシ

ョソ」の動き ，その国際的な広がりを，いかなる観点から整理でき ，また，理論展開で

きるか（されているか）についての報告を行 った 。

５． 貿易理論の新展開

経済学部助教授　呵部　顕三

　新古典派的な貿易理論の研究は，取り扱う主題，分析手法，論調などの面において

１９８０年代から大きな変化をとげてきた。例えば，論文の主題として ，生産要素の国際間

移動の経済的効果の分析が頻繁に取り上げられるようにな った。また，分析手法として

双対性（ｄｕａ１ｉｔｙ）理論の発展が多数財 モデルの分析の複雑さを解消させた。さらに ，

ゲーム 理論の発展を基礎として構築されてきた新しい産業組織論の展開が，国際貿易理

論にも影響を与え，戦略的な貿易政策の有効性を示す論拠を確立させてきた。本報告で

はこれらの貿易理論の新展開のうち，貿易政策の有効性や正当性に関する議論を中心に

議論する 。

　新古典派の伝統的な考え方においては，経済 システム を構成している経済主体として ，

消費者，企業，及び政府が存在するものと仮定される 。消費者は予算制約のもとで効用

を最大化し ，企業は完全競争市場のもとで利潤を最大化すると考える 。また，例外的ケ

ース を除いて ，政府の明確な行動基準は設定されず，（貿易）政策を実行する経済主体

として考えられている 。各経済主体の行動から財 ・サ ービスに対する需要や供給が導出

され，市場が需給バラソス を保つように価格は調整されるものと考える 。このようにし

て出来国が った経済の均衡を評価する基準としてパレート最適性が用いられる 。このパ

レート最適性は資源配分の効率性の基準であり ，分配の公正さなどを示すものではない 。

　そこで市場 システムのパレート最適性を示した「厚生経済学の基本定理」が国際経済

面に応用され，自由貿易の最適性かＳａｍｕｅ１ｓＯｎ らによっ て証明される 。これは，保護

主義的な貿易政策の正当性を否定するものと考えられる 。しかし，すべての市場が完全

競争的であるという前提のもとでのみ自由貿易の最適性が証明される 。不完全競争市場

の存在も含め，いわゆる「市場の失敗」をもたらす要因が存在する場合にはその命題は

童持されない。また，その最適性は資源配分の効率性のみを主張するだけであ って ，自

由貿易下における国際間での分配問題や国内でのさまざまな経済主体間での分配問題に
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はふれることはない 。

　この考え方に対して ，「大国の場合適当な関税を課すことで自由貿易の時よりもその

国の厚生水準を引き上げることができる」という最適関税論や，「動学的な外部性が存

在するような産業を保護することによっ て一国の厚生水準を引き上げることができる」

という幼稚産業保護論などカ掴内の市場を保護する貿易政策の正当性を示してきた。し

かし ，これらの理論もその正当性を十分に主張するには不十分であ った。一国が最適関

税を課すという政策は，近隣窮乏化政策であり ，また，世界経済全体の資源配分の効率

性を損ねるものである 。また，幼稚産業保護論では，実際に動学的な外部性を持ち合わ

せる産業を特定化することが困難であるという短所が存在する
。

　最近では，不完全競争下での貿易政策の有効性に関する分析が多く行われている 。不

完全競争のもとで超過利潤が存在する場合には，国内企業を保護する政策が国内企業の

戦略的な地位を高め，外国に存在する超過利潤を取り込むことで，自国の厚生を高める

ことができるという考え方を提示している 。しかし，一方でこの理論の立脚するモデル

が一般的ではないことや，保護すべき産業の特定の困難さなどから ，直接にこの考え方

を現実の政策に適用するには不十分であることが指摘されている 。いずれにしても ，今

までのところ保護主義的な貿易政策の正当性を十分に保証するような貿易理論は構築さ

れていないと考えられる 。

６． 国際協調に関する実証分析の展望

経済学部助教授本田豊

　現代世界経済は，アメリカのｒ双子の赤字」と発展途上国の累積債務問題という２つ

の「不均衡問題」をかかえているが，本報告は，これらの問題を解決するための国際協

調のあり方について ，実証分析の到達を展望し ，これから研究課題を明らかにしようと

するものである 。

　報告ではまず「不均衡問題」の動向について簡単に触れた後，アメリカの財政赤字に

関する重要な論点である「サステナビリティ 問題」を取り上げた 。

　ｒサステナビリティ 問題」とは，アメリカ財政赤字に伴う対外債務水準がどのように

推移し ，その対外債務が実現可能かどうかを議論したものであり ，石井（１９９０）に基づ

いてその要点を紹介した。石井（１９９０）は，対外債務水準のシミュレーショソの例とし

てクルーグマンモデル（Ｋｒｕｇｍａｎ，Ｐ・（１９８５））及び修正クルーグマソモデルを例示し
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３０４）
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ハードラン ディソグの可能性（ドル暴落→イ１■フレ→金融引締め→世界的不況）を強調

し， アメリカ財政赤字のｒサステナビリティ」は困難だとしている 。

　それでは，ハードラン ディノグを阻止し「サステナビリティ」を可能にするためには ，

どの様な国際協調が必要なのだろうか。この問題を先駆的に取り上げたのは，サ ックス

　マッ キンビー（１９８５）であり ，彼らは，構造方程式のパラメータを仮定した小型マク

ロモデルを作成し ，貿易マトリックスと資産マトリッ クスで世界経済をリンクして ，国

際協調政策の多国間への波及効果を分析した。その結果，各国の財政政策の協調 ・足並

みを揃えた金融緩和政策によっ て， 緩やかなドル安と金利引き下げでイノフレ なき世界

経済の拡大と対外不均衡是正は一定可能であることを実証した。一方，竹中 ・千田

（１９８６）は，同様なモデルを用いてアメリカの貿易赤字縮小を確実にするためには，財

政政策の協調とともに，米の輸入依存体質 ・過剰消費体質の改善 ・国際競争力の強化を

実現するための構造調整を含む協調が必要であることを示した 。

　さて発展途上国の累積債務問題については，その解決策を中心にして実証分析の到達

を報告した。高坂（１９８９）は，韓国，フィリピソ ，タイを取り上げ，各国の経済的パフ

ォーマンスの違いが，総需要管理政策や為替 レート政策の相違に起因することを示し ，

マクロ 経済運営の重要性を強調している 。一方天野（１９９０）は，中南米地域の累積債務

問題を取り上げ，この地域の債務問題深刻化は，マクロ 経済政策の失敗や外生 ショック

の大きさによるものてはなく ，輸入志向型，消費志向型の経済構造，資本逃避か主要要

因であると主張する 。そして ，元本削減や利子削減などの債務救済措置も構造調整を伴

わない限り効果的でないとして ，途上国の構造政策の重要性を強調している 。

　これに対し ，徳永（１９８８）は，債務モデルを作成してシミュレーシ ョン 分析を行い ，

このまま推移すると累積債務問題は確実に悪化，べ 一カ提案でも現状では不十分であり ，

３年間に利払いを利子率５％分 ・元本を毎年３％ずつ減免するという債務の捧びきが最

低必要であることを示している 。

　これらの議論を踏まえ，最後に今後の国際協調に関する実証分析の研究課題を示した 。

その主なものは次の通りである 。

・世界経済「２つの不均街」を視野にいれ，国際鴇調政策の効果分析が明確になるよう

　な小型マクロモデルをｆ乍成すること 。

　各国モデルの特徴として ，アメリカは，財政赤字の支払い可能性（収束条件とその経

　済的影響），ハードラノ ディノグの可能性（為替 レート ，物価），財政赤字の内外経済

　に与える影響が分析できること ，日本は，世界経済２つの不均衡問題を解決するため
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協調政策を明示化すること ，途上国については，債１務削減 ・新規融資を含む経済援助

が国内の経済成長や累積廣務に与える影響及び国内の経済構造調整の明示化が重要で

ある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　参　考　文　献

・石井菜穂子，『政策協調の経済学』 ，日本経済新聞杜 ，１９９０

Ｋｒｕｇｍａ叫Ｐ “Ｉｓ　ｔｈｅ　Ｓｔｍｇ　Ｄｏ１１ａｒ　Ｓｕｓｔａｍａｂｌｅ？’ＮＢＥＲ　Ｗｏｒｋｍｇ　Ｐａｐｅｒ，１９８５

Ｓａｃ ｈｓ，Ｍ　ｍｄ　Ｍｃｋｉｂｂｉｎ，Ｗ．“Ｍａｃｒｏｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ｐｏ１ｉｃｉｅｓ　ｉｎ　ｔｈｅ　ＯＥＣＤ　ａｎｄ　ＬＤＣ　Ｅｘｔｅｍａ１Ａｄｊｕｓｔ

ｍｅｎｔ” ＮＢＥＲ　Ｗｏｒ
ｋｉｎｇ　Ｐａｐｅｒ　Ｓｅｒｉｅｓ，１９８５

・竹中平蔵，千田亮吉他，「日米政策協調と環太平洋経済」，ファイナンシャル ・レビ ュー
１９８６

・高坂章，「発展途上国の対外借入れ戦略」（『国際資本移動と累積債務』（東京大学出版会）所収） ，

１９９０

・天野明弘，日本経済新聞（経済教室） ，１９９０．１１ ．２７

・徳永芳郎編著，『累積債務問題と日本経済』 ，東洋経済新報杜，１９８８

７． 産業政策と労働編成

経済学部助教授横山　政敏

　今日 ，労働問題 ・労働政策研究において ，産業構造の変化との関連で，労働に関わる

新しい状況を総合的に解明することが求められている 。この報告では，今日のわが国の

労働問題をトータルに捉える視座を，産業構造のソフト化の進展との関連で捉えられた

労働市場の構造的な変化にすえる 。それは技術革新，情報化の進展を背景にした統合的

な生産 システム 化が雇用 ・賃金 ・労働時間 ・労働強度の一体的管理を通じて ，労働市場

に及ぽす影響の結果として説明できる 。

　この人事 ・労務管理の基本は，統合的生産 システムの要求する製造 ・設計 ・開発 ・販

売の一体化 ・フレキシブルな生産管理に対応したフレキシブルな性格にある 。業務の質

　量の変動に対する的確 ・迅速且つ合理的な対応は雇用 ・賃金 ・労働時間 ・労働強度の

一体とな った弾力的な管理によっ て可能となる 。これらの自在な組み合わせによる総労

働量の管理が求められる 。それに規定される労働力需要構造の変化は基本的に労働力供

給に対し ，独立変数として作用し ，その弾力化を促し ，労働市場の構造的変化，労働市

場の弾力化を導く 。

　その需要構造の変化の特徴の一つは積極的な外部人材の縁辺労働力としての活用にあ

り， さらには職種別構造としては生産の自動化 ・省力化に対応した直接要員の削減と製

造業のソフト化に対応した間接要員の増加，その外部化という点にある 。しかし ，統合
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的生産 システムの求める労働力の需要構造の変化は急速であり ，その労働力供給に対す

る独立変数としての作用にも限度があり ，供給がその変化に対応できなくなると ，職種

を中心に労働力の属性別の，分断された市場毎の構造的需給不均衡が発生する 。これは

単なる労働力の移動 ・流動が妨げられている結果としての，いわゆる労働市場の需給 ミ

スマッ チではない 。

　産業構造の展開の下で生じている労働市場の構造的変化は以下である 。

（１）「内部労働市場」の停滞と縁辺労働市場の拡大

　産業構造の変化の下での統合的生産 システム 化とリストラクチャーリングの展開は雇

用構造の柔軟化のため「内部万働市場」の縮小を，代替雇用としての「不安定雇用」の

利用 ・拡大のため縁辺労働市場の拡大をもたらしている 。今日の縁辺労働力の主力は主

婦・ フリータ等の女子層であり ，高齢層の少なからぬ部分はこの縁辺労働市場からも放

逐されている 。これらはいずれもその移動の制約によっ て地域労働市場にのみ登場する 。

　地域労働市場としての都市労働市場ではこれらの女子労働力の少なくない考が都市の

産業の高度集積，ニ ーサ ーヒス 業の立地密度の高さを反映して ，不安定な雇用形態の

下ではあるが専門的労働あるいは知識労働の担い手とな っている 。

　一方，地域労働市場としての地方労働市場では産業の高度集積がみられず，概して中

小零細な製造業 ・小売業において文字通り縁辺労働力としてある 。

（２）「外部労働市場」としての新規学卒労働市場の再編

　実業系高卒労働市場は，供給力の減少傾向，伝統的学科区分と今日の労働需要との不

整合によっ て停滞している 。普通系高卒をも含め，高卒労働市場は概してか っての中卒

の代替雇用的な位置と役割を担わされ，多くは地域労働市場にととまっている 。

　大卒労働市場は最も開放的な市場 ・全国市場であるが，特に男子の場合，様 々な都市

機能の集積を基盤にした大都市の吸引力が強く働いている 。金融 ・損保 ・証券等との労

働条件格差 ・企業イメージ格差が誘因とな って生じた理工系の製造業離れは製造業特に

中小の製造業の技術基盤を揺るがすことにもなる 。

　専門学校労働市場は産業のソフト化 ・情報化，情報の産業化の進展の下にあ って最も

二一ズの高い市場の一つとして急速に拡大している 。学科構成において電子 ・情報関連

が最も多く ，情報関連労働者の深刻な不足という市場状況にあ って ，実践的な専門労働

者として 二一ズが高い 。

（３）地方労働市場としての縁辺労働市場における主婦パートの市場の圏域はきわめて限

　定され，最も深刻な不足状況にある 。地域産業政策が先端的サ ービス 業の地方展開に

（３０７）
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　よっ て， 地域産業構造のソフト化を図る時，この地域労働市場の抱える困難は特に厳

　しいものとなる 。

（４）統合的生産 システムの下では，ＭＥないし情報関連労働者を中心にして ，部分的に

　横断的職種別市場の展開がみられる 。

　以上のような労働市場の分断は，労働の等級化と労働基準の階層を固定化し ，雇用 ・

賃金 ・労働時間 ・労働強度の一体的管理を可能とする 。産業のソフト化の進展が産業の

融業化，サ ービス 業と製造業との結合関係の強化として展開している今日の段階では ，

製造業における統合 システム 化を媒介にして ，労働問題は労働市場問題としてあらわれ

るトータルな人事 ・労務管理問題に集約される 。

８． ヵヅト農業父渉と日本の食糧

経済学部助教授　松原　豊彦

　１９８６年に開始されたガ ット ・ウルグアイ ・ラウンドは，昨年（９０年）末までを交渉期

限としていた。しかし ，９０年１２月７日 ，ブリュッセルでの閣僚会議は農業貿易について

最終的な成案をまとめられないままに打ち切られ，延長戦に入るという異例の展開とな

った。日本の コメ 市場開放問題はひとまず先送りされたが，アメリカはガ ット交渉で コ

メの市場開放ができなけれぱ，二国間交渉の議題として取り上げることを繰り返し表明

しており ，コメ をめぐる問題は依然として重大な局面にある 。

　本報告では，ガ ット農業交渉の経過と今後の動向を概観したうえで，コメの市場開放

問題をめぐる議論について報告者の見解を述べ，最後に検討すべき論点を整理した。以

下では，紙数の制約から，農業貿易と日本の コメ 問題について検討すべき論点を述べる

ことで要約に代えたい 。

　第一に，戦後の世界貿易を支えてきたガ ットが大きな転換期に立っているということ

である 。９２年ＥＣ経済統合や米加自由貿易協定とい った地域主義の台頭は言うまでもな

い。 ガットの建前としての「自由 ・多角 ・無差別」が実態から遊離しており ，ある種の

「制度疲労」を起こしている 。農産物貿易を歪曲するすべての補助金や輸入制限を全廃

する提案を出しているアメリカが，多額の輸出補助金を支出して輸出拡大を計り ，また

３５年前に取得したウエーバ ー（自由化義務免除）によっ て１４品目の農産物に厳しい制限

を課し続けているなど，建前と現実の分裂を示す例には事欠かない状況である 。

　第二に，農業貿易問題と多国籍 アグリビジネスとの関係を検討することが必要である 。
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巨大穀物商杜カー ギルなどの多国籍アグリビジネスは，世界的な規模で農業資材の生産 ，

農業生産，農産物の加工と販売を垂直的に統合して事業を展開している 。農産物や食品

の貿易においても ，多国籍アグリビジネスによる「企業内貿易」が近年拡大してきてい

る。 農業貿易の動向は，こうした世界的企業の事業戦略の展開によっ て様 々な影響を被

っているのである 。アメリカ政府と多国籍アグリビジネスは，政策的にもまた人的な交

流の点でも緊密な関係にあることはたびたび指摘されてきた。アメリカ提案は多国籍ア

グリビジネスの利害をどのように反映しているのか，これらの企業の現実の事業展開に

即しての解明が求められている 。

　第三に，ウルグアイ ・ラウンドで無視されてきた論点として ，輸入食糧の安全性問題

と環境問題がある 。前老は，日本の消費者団体が輸入食糧の検査体制の貧弱さや，「ポ

スト ・ハー ベスト汚染」（収穫後，農産物の貯蔵や輸送中の品質保全のために使用され

る農薬の安全性問題）に対する規制の欠如として繰り返し問題にしてきたことてある 。

後者は，９０年２月のガ ット国際民間人会議が採択した「ジ ュネーブ宣言」で指摘されて

いる 。この宣言は，「輸出国が環境破壊的な生産方法を適用することによっ て世界市場

で経済的な有利を獲得している」場合に，これを「エコロ ジカル ・ダンピソグ」として ，

ガット第６条を拡張して反ダソピング関税を賦課できるようにすべきであるとしている 。

いわゆる先進工業国の消費者の食糧に対する二一ズは，量や価格から質の問題へと転換

しているが，こうした時代を画する変化に対応できないガ ット ・ルールとはい ったい何

なのか，その有効性が問われよう 。

　第四に，日本の コメ 市場開放問題は現在，ミニマムアクセス（最小限の輸入枠設定）

を受げ入れるか否かが焦点とな っている 。だが，すでに日本は加工用原料米を中心に毎

年約５万トン（需要量のＯ．５％）を輸入しており ，「一粒たりとも入れない」か「ミニマ

ムアクセス」かの選択を迫るという問題の立て方そのものが，事実から遊離した空論で

ある 。問題の核心は，ミニマムアクセスがそれだけにとどまらず，ガ ットのアメリカ提

案が言うところの全面自由化に向けての「一里塚」として位置づけられていることであ

る（少なくともアメリカ政府はそうである）。 だから ，コメ をめぐる真の争点はｒ少な

くとも現在の自給率の維持」か「全面自由化への一里塚としてのミニマムアクセス」か

ということにあり ，この点を暖昧にしたままの決着は後に禍根を残すことになろう 。

（３０９）



１６４ 立命館経済学（第４０巻 ・第２号）

「現代の生産自動化に関する工場調査」報告

調査実施期日および訪問先

調査参加者

１９９１年２月２６日新潟日本電気株式会杜

　　　２月２７日日本精機株式会杜
　　　２月２７日　株式会杜新潟鐵工所新潟支杜

経済学部教授

　　　〃

　　　〃

　　　〃

　　　〃

経済学部助教授

　　　〃

　　　〃

　　　〃

　　　〃

芦田　文夫

岩田　勝雄

甲賀　光秀

高木　　彰

若林　洋夫

河野　快晴

平田　純一

本田　　豊

松野　周二

横山　政敏

新潟日本電気株式会杜

　新潟日本電気（株）は，柏崎駅から車で１５分程のところにある ，田尻工業団地に位置し

ている 。１９７４年６月に，日本電気（株）の端末装置事業部に属する地方工場として ，柏崎

市若葉町（駅の近隣であり玩在は柏崎市 ソフトパークとして開発されている）に立杜さ

れた。経営形態的には，日本電気本体の１００％出資の子会杜とな っている 。

　立杜の基本的な目的は，大都市圏における製造部門の人手不足解消策であ った。立杜

当時の従業員は８４人で，年間売上は２億５千万円であ った。立杜当時は，大型計算機端

末装置の部品生産が中心であ ったが，次第に完成品生産の割合を高めている 。完成品と

しての生産が行われたのは，初期のワークステーショソとプリンター から日本語 ワード

プロセッ サーと次第に幅を増やしてきた。以後，１９８６年に現在の場所に工場を移転 ・拡

張し，これと前後して ，ＮＥＣのパーソナルコンピ ュータの主力製品である ，ＰＣ－９８００

シリーズの生産を開始している 。

　現在の主力製品は，プリソター 日本語 ワードプ ロセッサ ー， パーソナルコソピ ュー

タであり ，従業員は男子４９３名，女子２４４名で合計７３７名とな っている 。男子に関しては ，
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大学の学部または大学院卒のみを採用している 。現在の従業員で，日本電気本体から派

遣されている杜員はきわめて小数であり ，逆に研修及び開発 ・生産業務のために日本電

気本体に出向している杜員が相当数いる 。また，準杜員が，５０～１００人規模で採用され

ている 。

　労働力確保の目的はほぽ達成されており ，大卒採用の場合も必ずしも ，新潟県及びそ

の周辺の大学出身者ばかりではなく ，地元出身で各地の大学へ進学した学生がＵターン

してきている 。

　工場見学と説明は，高木正乾杜長他２名が当たられた。見学時点現在主力製品のパー

ソナルコソピ ュータが新機種の発表後一段落した時期で比較的閑散期であ ったが，極め

て自動化されたクリーソ な工場という印象であ った。見学後の意見交換では，日本電気

の分杜方式での地方展開のメリットに関する質問が多数出された。（文責 ・平田純一）

日本精機株式会杜

　日本精機（株）は，１９４５年１２月に，長岡市に創業された会杜である 。１９５１年頃より ，オ

ートバイのスピード ・メーターの生産を開始し ，その後自動車用のメーター 類の生産へ

と幅を拡大している 。日本精機は，現在長岡市における最大の企業とな っており ，１９８９

年に東証２部に上場した 。

　現在の生産活動では，依然 メーター 類の生産割合が最も大きくな っており ，全売上の

７０％を占めているが，そのほかに液晶が１５％，デバイス（ハイブリッドＩＣ）が１０％程

度の割合とな っている 。

　日本精機は，地方都市に基盤をおいたベソチャー 企業として性格付けすることになろ

う。 現在では，ベンチャー 企業の範曉を越えた活動を行っているが，発展の形態はベン

チャー 型であるといえよう 。まず，オートバイの計器類の生産から出発しここでの販路

を広げると同時に，販売先のオートバイ ・メーカー（主取引先は，ホンダ）が自動車市

場に参入したのに伴い，自動車用計器類の生産を開始し ，他の自動車 メーカー（トヨタ ，

日産を除く国産車 メーカー）への納入をおこなうという形で企業規模の拡大を続けてき

た。 現在では，オートバイ用の計器類に関しては，世界市場の８割のシ ヱアー をもっ て

いる 。

　最近の企業展開としては，計器類の海外生産拠点の建設とそれに伴う ，外国の自動車

メーカー への納品の開始が一方の柱であり ，他方で新規部門として ，液晶生産，ＩＣの

生産へと業務内容の多角化に取り組んでいる 。これに併せて分杜も行 っており ，ソフト

（３１１）
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ハウス（ＮＳコンピ ュータ），自動車販売会杜等を設立している 。日本精機（株）本体に

おける現在の従業員数は，男子１ ，１３８名，女子６２５名の合計１ ，７６３名とな っている 。

　我 々が見学したのは，計器類を生産している本杜工場であ ったが，生産物が前日の新

潟日本電気におけるものより一層小さなものであ ったので，素人目には把握しずらか っ

たが，自動化ラインとそれほど自動化の進んでいないラインとがともに利用されており
，

この問の対比が興味深か った。生産設備の一部も自杜開発されていた
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（文責 ・平田純一）

　　　　　　　　　　　　　株式会杜新潟鐵工所新潟支杜

　新潟鉄工新潟支杜（大形地区）は，鋳造，内燃機械，工作機械の３工場によっ て構成

されている 。我 々が見学したのは，内燃工場，工ｆ乍機械工場である
。

　ここでは，特に工ｆ乍機械工場について述べることにする
。

　新潟支杜としては，ＮＣ工作機械は，３６台，ＣＮＣ化率は３０％，ＦＭＳも大体３０％程度

の比率で導入が進められている 。

　同杜のＭＥ化に対する基本的な考え方は，高付加価値のある製品生産にとっ て単体

機械の高性能化こそが重要であるということであり ，機械単体における高性能化，高速

度化を追及するということである 。この考え方がある意味では，新潟鉄工の工作機械 メ

ーヵ一としての現状の位置を示しているとも言える 。それは結論的に言えぼ，ＦＭＳが

導入されていてもその能力がシステム 全体として発揮されるまで至 っていないというこ

とである 。その意味では，新潟鉄工の場合，ＦＭＳはむしろＦＭＣ（セル）として考えら

れているといえよう 。

　具体的に言えば，ＦＭＳは，基本的にはＮＣ工作機械，自動倉庫，自動搬送車，制御

部門から構成されているが，その能力を全面的に発揮することができるのは，それらが

システムとして総体的に捉えられ，自動化が全体として達成されたときである 。しかし ，

新潟鉄工の場合，その構成部分が，分割されてしまっており ，特に，自動倉庫と自動搬

送車との連結は有機的に結び付けて構成されていないということである。それは一つに
は・ 工場が比較的新しいことが原因している 。ＦＭＳの導入とは従来の工場体系とは全

く別の新たな工場の建設を意味するからである 。従来の機械体系に新たな機械体系を導

入する場合，それが部分的に留まることからその新たな機械体系の能力を全面的に発揮

させるには至らないのである 。ＦＭＳという新たな機械体系が一挙的に導入されるので

はなく ，徐 々に入れ替わることにおいて導入が行われる場合，従来の機械体系に完全に

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１２）
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とっ てかわるには，その導入化率が最も高いとされる我が国においてももうしぼらくの

時間が必要であることを新潟鉄工の場合，典型的に示しているものといえよう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（文責 ・高木　彰）

（３１３）


